
「介護報酬改定における介護職員の処
遇改善と社会福祉法人の在り方」

平成26年11月12日
行政改革推進本部事務局

説明資料



237～249万人
（218～229万人）

離職者22.4万人

介護職員の推移と見通し

平成12年度 平成24年度 平成37年度平成27年度

55万人 149万人 167～176万人
（164～172万人）

入職者23.7～24.6万人

？

1年あたり6.8～7.7万人増が必要

過去働いていた職場を辞めた理由例（介護福祉士）

・法人・事務所の理念や運営の在り方に不満があった

25.0％
・収入が少なかった 23.5％
・労働時間・休日・勤務体制があわなかった 18.9％
・腰痛 14.3％
・将来の見込みが立たなかった 12.2％

出所：社会保障審議会資料より一部引用

介護職員

差引1.3～2.2万人

現在の職場を選択した理由例（介護福祉士）

・やりたい職種・仕事内容39.7％
・能力や資格が活かせる 34.2％
・正規職員として働ける（可能性がある） 28.0％
・法人・事業所の理念や方針に共感した7.3％
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※出所：財政制度等審議会資料等から作成
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事業所数（平成24年10月1日現在）
約16万所

総費用（平成24年度実績）
約8.8兆円

介護療養型医療施設
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介護サービスの収支差率

控除対象財産

計画的再投下対象財産

地域公益活動

社会福祉活動 公益事業

運転資金

いわゆる内部留保
利
益社会福祉法人の事業

※出所：社会保障審議会資料から作成

内部留保の社会貢献活動への活用

再投下計画

※出所：財政制度等審議会資料から作成


